
世帯主の年齢階級別1世帯当たり家計資産の内訳に人以よの世帯、2014年11月末日現在）
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30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

754万円 1「1222万円1「1965万円1「3460万円1r 4ao2万円1r 4759万円1f家計資産（平均値)l
252万円 11703万円 II 1321万円 II 2305万円 II 3325万円 II 3235万円｜ ｜家計資産（中央値）｜

3.08人 11 3.65人 11 3.68人 11 3.26人 11 2.67人 11 2.36人 ｜ ｜ 平均世帯人員 ｜ 

29.0覧 I I 57.6% I I 71.4% I I 83.7% 11 90.7% 11 89.0% I I 宅地保有率 ｜ 

31.6% J l 62.8% J l 76.7% J l 87.6% J l 92.9% J l 91.4% J l 住宅保有率 J 

※家計資産＝金融資産（貯蓄現在高ー負債現在高）＋実物資産（宅地資産＋住宅資産（純資産）＋耐久消費財等資産（純資産））
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二人以上の世帯の家計資産を、

家計資産の種類別にみると、金融

資産のうち「貯蓄現在高Jは30歳

未満か560歳代までの世帯では

年齢階級が高くなるに従って多く

なっていますが、「負債現在高Jは
30歳代から70歳以上までは年齢

階級が高く怠るに従って少怠く 10凹

なっています。また、30歳未満から

40歳代までは負債現在高が貯蓄

現在高を上回っています。 -1000 

実物資産のうち「宅地資産jは年齢

階級が高くなるに従って多くなっ

ています。一方、「住宅資産jは30

歳代が最も多く、年齢階級が高く

なるに従って少なくなっています。
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調査の内容などについてわからない点等がござ、いましたら、下記にご連絡ください。

総務省統計局

全国家計構造調査

コールセンター
0570・55・0852・受付時間午前日時～午後10時（土・日・祝日を含む）

＊固定電話からおかけに怠った場合は、全国一律市内通話料金でご利用に芯れます。

＊携帯電話・PHS・一部のIP電話などからは、03-6626-09601こおかけください。（この場合、通常の遇話料金がかかります。）

調査員の訪問日程などに関するご連絡は、下記にお願いします。

（連絡先）

総務省統計局・都道府県・市区町村~,. 
,.8 

全国家計構造調査の詳細については、総務省統計局ホームページでご覧いただけます。

https://www.stat.go.jp/data/zenkokukakei/2019/ ［全国家計構造調査

総務省統計局・都道府県・市区町村~ 
,.8 



全国のすべての世帯について調査を行うには、膨大な費用と時間と人手

が必要になります。そこで、一定の統計上の抽出方法によって一部の地

域を選んで調査し、全体を推計する方法を利用しており、その結果、この

地域で調査することとなりました。

全国家計構造調査は、家計における消費、所得、資産及び負債の実態を総合的に

把握し、世帯の所得分布及び消費の水準、構造等を全国的及ぴ地域別に明らかに

することを目的とし、I統計法Jという法律に基づいた基幹統計として実施し
ます。この調査は1959年から5年ごとに行われ、今回が13回目に当たります。

調査員はどんな人？

統計調査員は、調査対象の方々を訪問し、調査票の記入依頼や

調査票の回収といった統計調査の仕事の中でも基本的で重要

な部分を受け持っています。全国家計構造調査の調査員は、都

道府県知事が任命した地方公務員です。調査員には、「調査

員証J1Jl'交付され、必ず携帯しています。

次のような流れで調査を行います
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個人情報は保護されるの？

調査に従事して知り得た

個人や団体の

秘密を漏らしては

ならない

記入された調査票を

適正に管理するための

措置を講じなければ

ならない

統計法では、調査員をはじめとする調査関係者に対して、

調査票の記入内容を厳重に保護することを定めています。

統計調査の目的以外に、

調査票の記入内容を

利用したり、提供しては

ならない

市区町村

調査世帯 指導員

都道府県

調査員

国（総務省統計局）

調査の結果は、具体的にどのように使われるの？

例えば、高齢者への年金給付額を検討する際、高齢者の消費支出はどれくらい怠のかを把握す

る必要があります。一方、現役世代の保険料負担額を検討する際にも、消費状況の把握が必要

です。そのため、年金制度についての検討資料として、厚生労働省では、全国家計構造調査の結

果を用いています。また、OECD（経済協力開発機構）の基準による国際比較可能な所得格差や

資産格差の集計や、家賃負担や住宅ローン返済の実態の把握など、様々な場面で利用されています。




